
議案第３２号  

 

専決処分の承認について  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定

により、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により

これを報告し、承認を求める。  

 

令和元年５月１０日  

 

提出者   瑞穂町長    杉  浦  裕  之  

 



専  決  処  分  書  

 

 

次の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）  

第１７９条第１項の規定により専決処分する。  

 

 

 

 平成３０年度瑞穂町一般会計補正予算（第７号）  

 

 

 

平成３１年３月２９日  

 

 

 

瑞穂町長    杉  浦  裕  之  



 

 

 平成３０年度瑞穂町一般会計補正予算（第７号） 

 

 平成３０年度瑞穂町一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによ

る。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１，８１２千円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１５，１１２，９３１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 （地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表地方債補正」による。 

 

  平成３１年３月２９日専決 

 

                     瑞穂町長   杉 浦 裕 之 







変更

千円 千円

起債の
目的 限度額

起債の
方法

627,200

証書借入

又は

証券発行

借入のときか
ら措置期間を
含め25年以内
に元金均等又
は元利均等償
還する。
ただし、町財
政の都合によ
り償還年限を
短縮し、又は
低利債に借換
えすることが
できる。

2.0％以内
 (ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金融機構資金
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率)

借入のときか
ら措置期間を
含め25年以内
に元金均等又
は元利均等償
還する。
ただし、町財
政の都合によ
り償還年限を
短縮し、又は
低利債に借換
えすることが
できる。

償還の方法利率

 第２表 地方債補正

新庁舎
建設事
業債

627,300

証書借入

又は

証券発行

補正後

償還の方法

2.0％以内
 (ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金融機構資金
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率)

補正前

限度額
起債の
方法

利率

－  4  －



 











































千円 千円 千円 千円 千円

 1 普通債 921,696 748,933 627,200 110,414 1,265,719

 （1）総    務 289,685 262,477 627,200 27,557 862,120

 （2）民    生 99,025 70,560 5,350 65,210

 （3）衛     生 40,378

 （4）土    木 392,608 321,322 72,027 249,295

 （5）教    育 100,000 94,574 5,480 89,094

 2 その他 2,138,790 1,908,973 221,641 1,687,332

 （1）臨時税収補てん債 9,542

 （2）減税補てん債 228,616 183,951 45,110 138,841

 （3）臨時財政対策債 1,900,632 1,725,022 176,531 1,548,491

合   計 3,060,486 2,657,906 627,200 332,055 2,953,051

                   地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び

                   当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区    分
前前年度末
現 在 高

前年度末現
在高見込額

当該年度中増減見込み

当該年度末
現在高見込額当該年度中

起債見込額
当該年度中元
金償還見込額

－  26  －


